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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第12期中より中間連結財務諸表を作成しているため、それ以前についての記載はしておりません。 

３ 従業員数は、就業人員であり、欄の( )書きは外数で、臨時従業員の平均雇用人員数であります。 

  

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自 平成15年 
  ６月１日 
至 平成15年 
  11月30日 

自 平成16年
  ６月１日 
至 平成16年 
  11月30日 

自 平成17年
  ６月１日 
至 平成17年 
  11月30日 

自 平成15年 
  ６月１日 
至 平成16年 
  ５月31日 

自 平成16年
  ６月１日 
至 平成17年 
  ５月31日 

売上高 (千円) ― ― 1,253,498 ― ―

経常利益 (千円) ― ― 193,848 ― ―

中間純利益 (千円) ― ― 87,028 ― ―

純資産額 (千円) ― ― 1,378,254 ― ―

総資産額 (千円) ― ― 2,982,410 ― ―

１株当たり純資産額 (円) ― ― 74,617.20 ― ―

１株当たり中間純利益 (円) ― ― 4,810.33 ― ―

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

(円) ― ― 4,631.39 ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 46.2 ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― 106,663 ― ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △  643,757 ― ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― 1,057,635 ― ―

現金及び現金同等物 
の中間期末残高 

(千円) ― ― 1,101,293 ― ―

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) ― ―
115
(20) 

― ―



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 第11期中より中間財務諸表を作成しているため、それ以前の記載はしておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第12期中の持分法を適用した場合の投資利益については、第12期中より中間連結財務諸表を作成しているため、記載して

おりません。第10期、第11期中及び第11期の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有しておりません

ので、記載しておりません。 

４ 当社は平成16年９月３日付で株式１株につき３株の株式分割を行っております。 

５ 第10期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権残高及び転換社債残高がありますが、当社株式は

非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

６ 第12期中の営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシュ・フロ

ー及び現金及び現金同等物の中間期末残高については第12期中より中間連結財務諸表を作成しているため、記載しており

ません。 

７ 従業員数は就業人員であり、欄の( )書きは外数で、臨時従業員の平均雇用人員数であります。 

  

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自 平成15年
  ６月１日
至 平成15年
  11月30日

自 平成16年
  ６月１日
至 平成16年
  11月30日

自 平成17年
  ６月１日
至 平成17年
  11月30日

自 平成15年 
  ６月１日 
至 平成16年 
  ５月31日 

自 平成16年
  ６月１日
至 平成17年
  ５月31日

売上高 (千円) ― 775,016 995,529 1,269,261 1,640,780 

経常利益 (千円) ― 149,112 195,923 264,416 342,410 

中間(当期)純利益 (千円) ― 83,708 92,918 218,369 193,506 

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ― ― ― ― 

資本金 (千円) ― 396,340 556,502 297,253 529,142 

発行済株式総数 (株) ― 16,605 18,471 4,220 18,015 

純資産額 (千円) ― 801,448 1,384,143 519,667 1,236,479 

総資産額 (千円) ― 1,212,820 2,917,936 962,381 1,649,754 

１株当たり純資産額 (円) ― 48,265.49 74,936.06 191,124.41 68,636.09 

１株当たり中間(当期)純利益 (円) ― 5,552.09 5,135.87 80,312.55 11,791.98 

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益 

(円) ― ― 4,944.82 ― 10,679.20 

１株当たり中間(年間)配当額 (円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) ― 66.1 47.4 54.0 75.0 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 82,568 ― 268,604 261,459 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― △  42,254 ― △  327,755 △ 190,780 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 124,842 ― 136,361 404,958 

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) ― 270,081 ― 104,930 580,607 

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) ―
64
(18)

87
(12)

56 
(14)

75 
(15)



２ 【事業の内容】 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社ケイブ）及び子会社２社で構成されております。主

な事業内容としましては、インフォメーションプロバイダー事業、コマース事業、ゲーム開発事業、オンライン流通

事業となっております。 

当中間連結会計期間における主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動は、概ね次のとおりであります。 

＜インフォメーションプロバイダー事業＞ 

 主な事業内容及び主な関係会社の異動はありません。 

＜コマース事業＞ 

 平成17年６月30日にクレイズカンパニー株式会社（現ビーズマニア株式会社）の株式を新たに取得し、子会社と

しております。 

＜ゲーム開発事業＞ 

主な事業内容及び主な関係会社の異動はありません。 

＜オンライン流通事業＞ 

 当中間連結会計期間において、当社グループは、オンライン流通事業に進出しました。これに伴い、平成17年７

月15日に株式会社ケイブ・オンライン・エンターテイメントを新規に設立し、子会社としております。 

これは、現在、エンターテイメントの世界においては、PCを中心とするオンライン・ネットワーク対応型のゲー

ムが増加しつつあります。この潮流に対し、当社グループは、会社設立時より培って来た企画力・技術力・開発力

といった社内の知的資産を有効活用し、かつ国内及び海外の有力企業と協業を図ることにより、PC間でのオンライ

ン・ネットワーク型ゲームの開発を進め、国内及び海外においてビジネス展開してまいります。 
  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となっております。 

(注) １ 主な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 特定子会社に該当します。 

名称 住所 
資本金 

（千円） 

主要な事業の内

容 

議決権の所有割

合（％） 
関係内容 

（連結子会社）           

ビーズマニア㈱ 

（注）２ 
東京都中央区 120,000 コマース事業 100.0 

コマース事業の

企画・販売 

役員の兼任 

４名 

㈱ケイブ・オンラ

イン・エンターテ

イメント 

（注）２ 

東京都新宿区 100,000 
オンライン流通

事業 
92.3 

オンライン流通

事業の企画・開

発 

役員の兼任 

４名 



４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年11月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、欄の（ ）書は外数で、臨時従業員の平均雇用人数であります。 

２ 全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものでありま

す。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年11月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、欄の( )書きは外数で、臨時従業員の平均雇用人員数であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

インフォメーションプロバイダー事業 34 ( 8) 

コマース事業 16 (12) 

ゲーム開発事業 25 ( -) 

オンライン流通事業 28 ( -) 

全社（共通） 12 ( -) 

合計 115 (20) 

従業員数(名) 87 (12)



第２ 【事業の状況】 

当中間連結会計期間は中間連結財務諸表の作成初年度であるため、前年同期との比較分析は行っておりません。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

わが国経済は、雇用環境の改善による個人消費の底堅さを背景に、景気は回復基調にあるものの、金利の上昇、

原油価格の高騰等、不安定要因もいくつかあり、今後の見通しについては慎重な見方も残っております。こうした

経済情勢にもかかわらず、日本国内における携帯電話の加入者数は平成17年11月末現在8,967万人に達し、うちイン

ターネット接続が可能な端末の加入者数は同7,777万人（携帯電話加入者数の86.7％）となっております。また、平

成17年11月末現在の第３世代携帯電話の加入者数は4,085万人（携帯電話加入者数の45.6％）と急成長を遂げてお

り、モバイルインターネット市場の拡大を予感させております。  

このような経済状況のもとで、当社グループ（当社及び連結子会社）は、事務効率を高めるとともに、新製品の

開発に努めかつ販売体制等の強化を図りました。 

これらの結果、当中間連結会計期間の業績は売上高が1,253,498千円となり、営業利益は193,662千円、経常利益

は193,848千円、中間純利益は87,028千円となりました。 

  

各事業の種類別セグメントの業績状況は以下のとおりであります。 
＜インフォメーションプロバイダー事業＞ 

当事業では、趣味性の高いコンテンツの厳選をまず行い、顧客の満足度を高める企画・サービスの提供に努め、価

格競争に距離をおくことで、差別化と採算性を重視した運営を行ってまいりました。当中間連結会計期間中に開設し

たコンテンツは、スポーツ専門CSチャンネル「GAORA」の協力により実現した「GAORAプロ格KING」、株式会社タミヤ

との提携により実現した「ミニ四駆TAMIYAワールド」、現代演劇ポータルサイト「演劇モバイル」等が挙げられま

す。 

“こだわりを持ったコンテンツ創り”を重視した結果、新規開設にあたっては厳選しており、既存コンテンツ同様

に、継続性かつ収益安定性が高く成長していくと考えております。以上の取り組みの結果、当事業における売上高は

735,594千円、営業利益は219,653千円となりました。 

  

＜コマース事業＞ 

当事業では、携帯電話コマースサイト、実際の店舗、及びビーズマニア株式会社のPCコマースサイトという３つの

販売チャネルを通じて、ビーズアクセサリー等の販売を行いました。また、当社独自のブランド「ビーズdeお買物」

とビーズマニア株式会社のブランド「ビーズマニア」による、共同ショップ展開を、期間限定で横浜みなとみらい

「ランドマークプラザ」にて実施しました。 

販売チャネルの拡大及び２つのブランドによるコラボレーションが大きく寄与し、当事業における売上高は

339,270千円、営業損失は16,424千円となりました。 

  

＜ゲーム開発事業＞ 

当事業においては、ゲームセンター向けの業務用シューティングゲーム「エスプガルーダⅡ」及び業務用パズルゲ

ーム「虫姫たま」の開発、販売による売上に加え、ゲームから誕生したキャラクターである「虫姫さま」のライツ

を、大手ゲームメーカーが発売するコンシューマ向けゲームにライセンスすることによるロイヤリティ収入の計上が

ありました。この結果、当事業における売上高は178,632千円、営業利益は38,742千円となりました。 

  

＜オンライン流通事業＞ 

「ミニ四駆オンラインレーサー」、「ボカン ドカン タンクマン」、「真・女神転生オンラインIMAGINE」の３つ

のオンラインゲームの開発を積極的に進めました。なお、プロモーション活動の一環として、平成17年11月19日及び



20日の両日に渡って、静岡県静岡市の「ツインメッセ静岡」で開催された「タミヤフェア2005」において、「ミニ

四駆オンラインレーサー」を参考出展しました。 

 なお、当中間連結会計期間における売上高はございません。また営業損失は46,824千円となりました。 
  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,101,293千円なりました。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況及びこれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果得られた資金は、106,663千円となりました。これは、税金等調整前中間純利益169,136千円に

主として売上債権の増加による資金の減少122,481千円、未払費用の増加による資金の増加47,825千円、未払金の

増加による資金の増加31,288千円、法人税等の支払額121,364千円があったこと等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、643,757千円となりました。これは、連結子会社の新規取得による支出

390,439千円、無形固定資産の取得による支出207,670千円があったこと等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は、1,057,635千円となりました。これは、短期借入金の増加による資金の増加

425,530千円、長期借入金の借入による収入600,000千円があったこと等によるものであります。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注)  １ 金額は、当期製造費用によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 商品仕入実績 

当中間連結会計期間における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注)  １ 金額は、当期商品仕入高によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注状況 

当社グループ（当社及び連結子会社、以下同じ）は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年６月１日 
 至 平成17年11月30日) 

金額(千円)

インフォメーションプロバイダー事業 388,558 

ゲーム開発事業 88,974 

オンライン流通事業 140,882 

合計 618,414 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年６月１日 
 至 平成17年11月30日) 

金額(千円) 

コマース事業 144,975 

合計 144,975 



(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社グループの主たる事業でありますインフォメーションプロバイダー事業は、各移動体通信事業者を介して一般ユーザ

ーに対して有料情報サービスを提供するものであり、各移動体通信事業者が当該情報料の回収代行を行っており、主な各

移動体通信事業者別の情報料の総額は次のとおりであります。 

  

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 当中間連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりでありま

す。 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日 
 至 平成17年11月30日) 

金額(千円)

インフォメーションプロバイダー事業 735,594 

ゲーム開発事業 339,270 

コマース事業 178,632 

合計 1,253,498 

相手先 

当中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日) 

金額(千円) 割合(％) 

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ 410,568 32.8 

ＫＤＤＩ株式会社 182,078 14.5 

ボーダフォン株式会社 142,580 11.4 

相手先 

当中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日) 

金額(千円) 割合(％) 

株式会社ＡＭＩ 138,500 11.0 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループの事業の柱でありますインフォメーションプロバイダー事業では、携帯電話の機能の高まりが著し

く、コンテンツの開発技術及び配信技術においても高度化が進んでおります。そのような中、当社グループでは、携

帯電話の高性能を活用した、かつユーザーのニーズにあったコンテンツ提供を実現するための研究開発へ積極的に取

り組んでおります。 

当中間連結会計期間における主な研究開発内容としては、新機能搭載の携帯電話向けモバイルゲームの研究開発や

新サービスの追加などを中心に研究開発活動に取組みました。その結果、当中間連結会計期間における研究開発費の

総額は19,315千円となりました。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、新規に取得したビーズマニア㈱と新規に設立した㈱ケイブ・オンライン・エンター

テイメントの有する主要な設備は、次のとおりであります。 

  

国内子会社 

（注）上記の金額には消費税を含んでおりません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

（1）重要な設備の新設 

（注）上記の金額には消費税は含まれておりません。 

  

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類別セ

グメントの名称 
設備の内容 

帳簿価額（千円） 

従業員数

（名） 建物及び構

築物 

工具器具備

品 

ソフトウ

ェア 
合計 

ビーズマニア㈱ 

本社 

（東 京 都 中 央

区） 

コマース事業 本社事務所等 8,280 3,468 3,068 14,817 
13 

(8) 

㈱ケイブ・オンラ

イン・エンターテ

イメント 

本社 

（東 京 都 新 宿

区） 

オンライン流通

事業 
本社事務所等 518 503 319 1,341 

15 

(-) 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容

投資予定額
(千円) 資金調達方

法 
着手年月

完了予定 
年月 

完成後の
増加能力

総額 既支払額

当社 
本社 
（東京都
新宿区） 

オンライン流
通事業 

店舗 20,000 ― 自己資金 未定 未定 ― 

当社 
本社 
（東京都
新宿区） 

オンライン流
通事業 

開発設備 
通信設備 

30,000 7,470 自己資金
平成17年11

月 
未定 ― 

合計 ― ― ― 50,000 7,470 ― ― ― ― 



（2）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

（注）上記の金額には消費税は含まれておりません。 

  

（3）重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、経常的な設備の更新のための改修を除き、重要な設備の除却、売却等の新たな計画

はありません。 

  

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別セ
グメントの名称 

設備の内容

投資予定額
(千円) 資金調達方

法 
着手年月

完了予定 
年月 

完成後の
増加能力

総額 既支払額

㈱ケイブ・オンライ

ン・エンターテイメ

ント 

本社 
（東京都
新宿区） 

オンライン流
通事業 

開発設備 
通信設備 

20,000 434 自己資金
平成17年７

月 
未定 ― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注)  １ 発行済株式数は、すべて完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

２ 「提出日現在発行数」欄には、平成18年２月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

ものは含まれておりません。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 60,000

計 60,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年11月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年２月28日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 18,471 18,471
大阪証券取引所
(ヘラクレス) 

(注)１ 

計 18,471 18,471 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は次のとおりであります。 

① 平成15年５月28日開催臨時株主総会決議(平成15年５月28日取締役会決議) 

  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は15株であります。 

２ 当社が株式の分割又は併合を行う場合、未行使の新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整されます。調整

により生じる１株未満の端株は切り捨てます。 
  

  
３ 当社が株式の分割又は併合を行う場合、払込金額は次の算式により調整されます。調整の結果生じる１円未満の端数は切

り上げるものといたします。 
  

  
  また、当社が払込価額を下回る価額で新株を発行する場合、払込価額は次の算式により調整されます。 

  調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。 
  

４ 新株予約権の行使時の払込金額は１株当たりの金額を記載しております。 

５ 平成16年８月11日開催の取締役会決議により、平成16年９月３日付をもって１株を３株に分割しております。これによ

り、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  

  
中間会計期間末現在
(平成17年11月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年１月31日) 

新株予約権の数(個) ２ ２

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 30 30

新株予約権の行使時の払込金額(円) 50,000 50,000

新株予約権の行使期間 
自 平成15年７月１日
至 平成25年６月30日 

自 平成15年７月１日 
至 平成25年６月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格      50,500
資本組入額       25,250 

発行価格        50,500
資本組入額       25,250 

新株予約権の行使の条件 無 無 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認 取締役会の承認 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率

調整後払込価額 ＝ 
調整前払込価額×既発行株式数＋１株当たり払込金額×新株式株式数 

既発行株式数＋新発行株式数 



② 平成15年８月27日開催定時株主総会決議(平成16年５月28日取締役会決議) 

  

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は３株であります。 

２ 当社が株式の分割又は併合を行う場合、未行使の新株予約権の目的たる株式の数は、次の算式により調整されます。調整

により生じる１株未満の端株は切り捨てます。 
  

  
３ 当社が株式の分割又は併合を行う場合、払込金額は次の算式により調整されます。調整の結果生じる１円未満の端数は切

り上げるものといたします。 
  

  
  また、当社が払込価額を下回る価額で新株を発行する場合、払込価額は次の算式により調整されます。 

  調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものといたします。 
  

４ 権利行使の条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

(1) 対象者は権利行使時において、当社の取締役、監査役、従業員及びこれに準ずる者であることを要します。 

(2) 対象者は、当社株式が日本証券業協会に登録もしくはいずれかの証券取引所に上場された場合に限り、権利を行使す

ることができます。 

(3) その他の新株予約権の行使の条件に関しましては、平成15年８月27日開催の定時株主総会及び平成16年５月28日開催

の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役、監査役、従業員及びこれに準ずる者との間で締結した「第３回新株予

約権割当契約」に定められております。 

５ 平成16年８月11日開催の取締役会決議により、平成16年９月３日付をもって１株を３株に分割しております。これによ

り、「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び「新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。 

  

  
中間会計期間末現在
(平成17年11月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年１月31日) 

新株予約権（ストックオプション）の数(個) 133 133

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 399 399

新株予約権の行使時の払込金額(円) 120,000 120,000

新株予約権の行使期間 
自 平成17年10月１日
至 平成20年９月30日 

自 平成17年10月１日 
至 平成20年９月30日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格        120,000
資本組入額       60,000 

発行価格        120,000
資本組入額       60,000 

新株予約権の行使の条件 (注)４参照 (注)４参照 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認 取締役会の承認 

調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率

調整後払込価額 ＝ 
調整前払込価額×既発行株式数＋１株当たり払込金額×新株式株式数 

既発行株式数＋新発行株式数 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注) 新株予約権の行使による増加であります。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年11月30日現在 

(注) 発行済株式総数に対する所有株式数の割合は小数点以下第３位を切り捨てて表示しております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成17年６月１日～ 
平成17年11月30日 

456 18,471 27,360 556,502 27,360 500,142

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

高 野 健 一  東京都千代田区二番町８－７ 6,199 33.56

大阪証券金融株式会社 大阪市中央区北浜２－４－６ 802 4.34

日本エンタープライズ株式会社 東京都渋谷区渋谷１－17－８ 800 4.33

株式会社アトラス  東京都新宿区神楽坂４－８ 500 2.7

大 庭 俊 司  静岡県島田市船木2667－５ 400 2.16

トリックスターズ・アレア 
有限会社  

東京都目黒区中根１－３－12 380 2.05

バンクオブニューヨークジーシ
ーエムクライアントアカウンツ
イーアイエスジー 

東京都千代田区丸の内２－７－１ 356 1.92

日 野 洋 一  東京都目黒区平町１－25－14 350 1.89

野心満々ファンド１号 
投資事業有限責任組合  

東京都中央区日本橋茅場町
２－７－３ 

272 1.47

株式会社AMI  東京都新宿区下落合３－13－９ 250 1.35

計 ― 10,309 55.81



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年11月30日現在 

  

② 【自己株式等】 

平成17年11月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 18,471 18,471
完全議決権株式であり、権利内容に
何ら限定のない当社における標準と
なる株式 

端株 ― ― ― 

発行済株式総数 18,471 ― ― 

総株主の議決権 ― 18,471 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、大阪証券取引所市場(ニッポン・ニュー・マーケット―ヘラクレス)におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成17年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高(円) 995,000 1,070,000 969,000 883,000 712,000 790,000

最低(円) 830,000 874,000 865,000 745,000 829,000 703,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間会計期間（平成16年６月１日から平成16年11月30日）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書

きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

(3) 当中間連結会計期間(平成17年６月１日から平成17年11月30日まで)は、中間連結財務諸表の作成初年度であるた

め、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書については、前中間連結会計期間及び前連結会計年度との対比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成17年６月１日から平成17年11月30日ま

で)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間(平成16年６月１日から平成16年11月30日まで)及び当中間会計期間(平

成17年６月１日から平成17年11月30日まで)の中間財務諸表について、中央青山監査法人により中間監査を受けており

ます。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
当中間連結会計期間末
(平成17年11月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比 
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金   1,101,293   

 ２ 売掛金   648,096   

 ３ たな卸資産   173,494   

 ４ その他   48,475   

   貸倒引当金   △    5,579   

流動資産合計   1,965,781 65.9 

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産 ※１   

  (1) 工具器具備品   65,858   

  (2) その他   42,194 108,052   

２ 無形固定資産     

  (1) 連結調整勘定   376,473   

  (2) ソフトウェア   168,166   

  (3) ソフトウェア仮勘定   176,470   

  (4) その他   4,406 725,516   

３ 投資その他の資産     

  (1) その他   183,060 183,060   

固定資産合計   1,016,629 34.1 

資産合計   2,982,410 100.0 

      



  

    
当中間連結会計期間末
(平成17年11月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比 
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

 １ 買掛金   29,786   

 ２ 短期借入金   600,000   

 ３ 一年以内返済予定の
   長期借入金 

  150,000   

 ４ 未払金   80,732   

 ５ 未払費用   146,812   

 ６ 未払法人税等   108,782   

 ７ 賞与引当金   3,205   

 ８ その他   20,738   

流動負債合計   1,140,057 38.2 

Ⅱ 固定負債     

 １ 長期借入金   450,000   

固定負債合計   450,000 15.1 

負債合計   1,590,057 53.3 

      

(少数株主持分)     

少数株主持分   14,098 0.5 

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金   556,502 18.7 

Ⅱ 資本剰余金   500,142 16.8 

Ⅲ 利益剰余金   321,452 10.8 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   157 0.0 

資本合計   1,378,254 46.2 

負債、少数株主持分
及び資本合計 

  2,982,410 100.0 

      



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
当中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   1,253,498 100.0 

Ⅱ 売上原価   548,318 43.7 

売上総利益   705,180 56.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 511,517 40.8 

営業利益   193,662 15.5 

Ⅳ 営業外収益     

 １ 保険解約益   4,957   

 ２ その他   2,006 6,964 0.5 

Ⅴ 営業外費用     

 １ 支払利息   1,967   

２ 新株発行費   4,421   

 ３ その他   388 6,778 0.5 

経常利益   193,848 15.5 

Ⅵ 特別利益     

 １ 固定資産売却益 ※２ 346 346 0.0 

Ⅶ 特別損失     

 １ 固定資産除却損 ※３ 14,558   

 ２ 出資金評価損   10,500 25,058 2.0 

税金等調整前中間純利益   169,136 13.5 

法人税、住民税 
及び事業税 

  104,534   

法人税等調整額   △ 21,525 83,009 6.6 

少数株主利益   △      901 △0.0 

中間純利益   87,028 6.9 

      



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

    
当中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   472,782 

      

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１ 新株予約権等の行使による
増加 

  27,360 27,360 

Ⅲ 資本剰余金中間期末残高   500,142 

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   234,423 

      

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間純利益   87,028 87,028 

      

Ⅲ 利益剰余金中間期末残高   321,452 

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

当中間連結会計期間 
(自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

 １ 税金等調整前中間純利益 169,136 

 ２ 減価償却費 75,057 

 ３ 長期前払費用の減少額 300 

 ４ 連結調整勘定償却額 9,653 

 ５ 貸倒引当金の減少額 △    543 

 ６ 受取利息及び受取配当金 △       6 

 ７ 支払利息 1,967 

 ８ 為替差益 △    145 

 ９ 固定資産売却益 △    346 

 10 固定資産除却損 14,558 

 11 出資金評価損 10,500 

 12 売上債権の増加額 △  122,481 

 13 たな卸資産の減少額 2,169 

 14 仕入債務の増加額 94 

 15 未払金の増加額 31,288 

 16 未払費用の増加額 47,825 

 17 未払消費税等の増加額 4,738 

 18 その他債権の増加額 △  3,700 

 19 その他債務の減少額 △ 10,481 

小計 229,584 

 20 利息及び配当金の受取額 6 

 21 利息の支払額 △   1,563 

 22 法人税等の支払額 △  121,364 

営業活動によるキャッシュ・フロー 106,663 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

 １ 有形固定資産の取得による支出 △   11,344 

 ２ 有形固定資産の売却による収入 700 

 ３ 無形固定資産の取得による支出 △  207,670 

 ４ 投資有価証券の取得による支出 △   40,240 

 ５ 投資その他の資産の取得による支出 △    7,260 

 ６ 投資その他の資産の回収による収入 12,496 

 ７ 連結子会社の新規取得による支出 △  390,439 

投資活動によるキャッシュ・フロー △  643,757 



  

  
  

  
当中間連結会計期間 
(自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日) 

区分 
注記
番号

金額(千円)

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

 １ 短期借入金の増減額（△減少額） 425,530 

 ２ 長期借入金の借入による収入 600,000 

 ３ 長期借入金の返済額 △   37,615 

４ 株式発行による収入 54,720 

 ５ 子会社設立に伴う少数株主払込額 15,000 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,057,635 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 145 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 520,686 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 580,607 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 1,101,293 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日) 

１ 連結の範囲に関する事

項 

(1) 連結子会社の数 ２社 

連結子会社名 

ビーズマニア㈱ 

㈱ケイブ・オンライン・エ

ンターテイメント 

  

平成17年６月30日に新たに

株式を取得したビーズマニア

㈱、平成17年７月15日に新規

設立した子会社の㈱ケイブ・

オンライン・エンターテイメ

ントを当中間連結会計期間よ

り連結の範囲に含めておりま

す。 

(2)非連結子会社・・・なし 

２ 持分法の適用に関する

事項 

該当事項はありません。 

３ 連結子会社の中間決算

日等に関する事項 

すべての連結子会社の中間期の

末日は、中間連結決算日と一致

しております。 

４ 会計処理基準に関する

事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価

方法 

  ①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定)を採用しておりま

す。 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法を

採用しております。 

  ②たな卸資産 

(イ) 商品 

移動平均法による原価法を

採用しております。 

  (ロ) 仕掛品 

個別法による原価法を採用

しております。 

  (ハ) 貯蔵品 

個別法による原価法を採用

しております。 



  

項目 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日) 

  (2)重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

  ①有形固定資産 

定率法を採用しておりま

す。 

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。 

建物 ３年～15年
車両運搬 
具 

６年

工具器具 
備品 

５年～６年

  ②  無形固定資産 

定額法を採用しておりま

す。 

なお、ソフトウェアについ

ては、社内における利用可能

期間（1年から5年）に基づく

定額法を採用しております。 

  ③ 長期前払費用 

定額法を採用しておりま

す。 

  (3)重要な繰延資産の処理方法 

   新株発行費 

      支出時に全額費用として処

理しております。 

  (4)重要な引当金の計上基準 

  ①  貸倒引当金 

債権の貸倒れに備えるた

め、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

  ②  賞与引当金 

ビーズマニア㈱は、従業員

に対する賞与支給に備えるた

め、支給見込額のうち、当中

間連結会計期間の負担額を計

上しております。 



  

  

  

項目 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日) 

  (5)収益及び費用の計上基準 

  インフォメーションプロバ

イダー事業においては、当社

サーバーにて把握した会員数

の移動状況等に基づき売上計

上し、後日携帯電話会社から

の支払通知書の到着時点で当

社計上額と支払通知額との差

額につき売上調整しておりま

す。 

  (6)重要なリース取引の処理方法 

  リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

  (7)その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

    消費税等の会計処理 

消費税等の処理方法は、税

抜方式を採用しております。 

５ 中間連結キャッシュ・

フロー計算書における資

金の範囲 

手許現金、随時引き出し可

能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から3ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資か

らなっております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

(中間連結損益計算書関係) 

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー関係) 

  

  

当中間連結会計期間末
(平成17年11月30日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

104,526千円 

当中間連結会計期間 
（自 平成17年６月１日 
  至 平成17年11月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

  

※２ 固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。 

  

  

  

※３ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

  

回収費 74,576千円

広告宣伝費 45,162千円

役員報酬 66,320千円

給与手当 62,450千円

支払手数料 36,913千円

減価償却費 10,716千円

車両運搬具 346千円

計 346千円

建物 1,433千円

工具器具備品 85千円

ソフトウェア仮勘定 13,040千円

計 14,558千円

当中間連結会計期間 
（自 平成17年６月１日 
  至 平成17年11月30日） 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

    （平成17年11月30日現在） 

現金及び預金 1,101,293千円

現金及び現金 
同等物 

1,101,293千円



(リース取引関係) 

  

当中間連結会計期間 
（自 平成17年６月１日 

  至 平成17年11月30日） 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

（借主側） 

 ①リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

  

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(千円) 

工具器具 
備品 2,566 909 1,656 

合計 2,566 909 1,656 

  

 ②未経過リース料中間期末残高相

当額等 

  未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 510千円

１年超 1,220千円

合計 1,730千円

  

 ③支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額、支払利息相当額及び減損損

失 

支払リース料 281千円

減価償却費 
相当額 

256千円

支払利息相 
当額 

33千円

  

 ④減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損

損失はありません。 



(有価証券関係) 

当中間連結会計期間末(平成17年11月30日) 

１.その他有価証券で時価のあるもの 

  

２.時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

(デリバティブ取引関係) 

当中間連結会計期間(自 平成17年６月１日 至 平成17年11月30日) 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  
取得原価 

（千円） 

中間連結貸借対照表計上

額（千円） 

差 額 

（千円） 

株式 490 755 265 

合計 490 755 265 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 41,498



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成17年６月１日 至 平成17年11月30日) 

（注）１.事業区分の方法 

     事業は、製品等の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

   ２．各区分に属する主な製品等 

   ３.営業費用は全て各セグメントに配賦しているため、配賦不能営業費用として「消去又は会社」の項目に含めた

ものはありません。 

 【所在別セグメント情報】 

     当中間連結会計期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年11月30日） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

 【海外売上高】 

     当中間連結会計期間（自 平成17年６月１日 至 平成17年11月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  

インフォメーシ

ョンプロバイダ

ー事業 

（千円） 

コマース 

事業 

（千円） 

ゲーム 

開発事業 

（千円） 

オンライン 

流通事業 

（千円） 

計（千円） 
消去又は 

全社（千円） 

連結 

（千円） 

売上高               

(1) 外部顧客に対する売

上高 
735,594 339,270 178,632 - 1,253,498 - 1,253,498 

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高 
- 5,988 - - 5,988 (△5,988) - 

計 735,594 345,259 178,632 - 1,259,486 (△5,988) 1,253,498 

営業費用 515,941 361,683 139,889 46,824 1,064,339 (△4,503) 1,059,835 

営業利益 

（又は営業損失） 
219,653 △  16,424 38,742 △  46,824 195,147 (△1,484) 193,662 

事業区分 主要製品等 

インフォメーションプロバイダー事業 モバイルコンテンツ 

コマース事業 ビーズアクセサリー販売等 

ゲーム開発事業 業務用ゲームソフト等 

オンライン流通事業 オンライン・ネットワーク型ゲーム 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり中間純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。 

  
  

当中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日) 

１株当たり純資産額 74,617円20銭

１株当たり中間純利益 4,810円33銭

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 4,631円39銭

項   目 
当中間連結会計期間 
(自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日) 

１株当たり中間純利益   

中間純利益(千円) 87,028 

普通株主に帰属しない金額(千円)                      - 

普通株式に係る中間純利益(千円) 87,028 

普通株式の期中平均株式数(株) 18,092 

    

潜在株式調整後１株当たり中間純利益   

中間純利益調整額（千円）                     - 

普通株式増加数（株） 699 

（うち転換社債） （-） 

（うち新株予約権） （699） 



(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

当中間連結会計期間
(自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日) 

子会社の設立 

平成18年１月30日開催の取締役会決議に基づき、ミニ四駆ネットワークス株式会社を設立

いたしました。本件の概要は以下のとおりであります。 

  

①  設立の目的 

   株式会社タミヤが保有する「ミニ四駆シリーズ」と、当社と共同開発中のオンラインゲ

ーム「ミニ四駆オンラインレーサー」をベースとし、それら及び二次的に派生するライツ

を活用したビジネスを展開する新会社を設立しました。 

  

②新規設立する会社の名称及び概要 

名  称：ミニ四駆ネットワークス株式会社 

所在地：東京都新宿内藤町87番地 

代表者の名前：代表取締役社長   田宮 昌行 

             代表取締役副社長  高野 健一 

設立年月日：平成18年２月１日 

資本金：30,000千円 

事業内容：各種コンテンツの知的財産管理 

  

③  払込金額 

  15,000千円 

  

④  当社の所有に係る子会社の議決権の数及び議決権の総数に対する割合 

当社所有議決権の数・・・・・・300個 

議決権の総数・・・・・・・・・600個 

議決権の総数に対する割合・・  50.0％ 

⑤ 当該支払資金の調達及び支払方法 

自己資金により、一括支払いしております。 

  

  

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年11月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年11月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年５月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金   270,081   861,506 580,607   

 ２ 売掛金   442,138   586,828 489,123   

 ３ たな卸資産   95,282   92,569 110,565   

 ４ その他   43,626   43,541 47,854   

   貸倒引当金   △4,879   △5,368 △5,762   

   流動資産合計    846,249 69.8 1,579,076 54.1   1,222,388 74.1

Ⅱ 固定資産          

 １ 有形固定資産 ※１        

  (1) 工具器具備品   71,964   61,886 67,919   

  (2) その他   39,694   33,396 36,448   

   有形固定資産合計   111,659   95,282 104,367   

 ２ 無形固定資産          

  (1) ソフトウェア   94,423   164,778 108,729   

  (2) その他   36,848   135,625 97,009   

   無形固定資産合計   131,272   300,404 205,738   

 ３ 投資その他の資産          

  (1) 敷金   62,100   51,918 45,573   

  (2) 子会社株式   -   771,000 -   

  (3) その他   61,539   120,254 71,686   

   投資その他の 
   資産合計   123,639   943,172 117,259   

   固定資産合計    366,570 30.2 1,338,859 45.9   427,365 25.9

   資産合計    1,212,820 100.0 2,917,936 100.0   1,649,754 100.0

           



  

  

    前中間会計期間末 

(平成16年11月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年11月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年５月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

 １ 買掛金   7,866   5,889 10,346   

 ２ 短期借入金   137,490   600,000 112,470   

 ３ 一年以内返済予定の 
   長期借入金   9,996   150,000 -   

 ４ 未払金   79,806   66,827 37,771   

 ５ 未払費用   89,237   139,624 101,841   

 ６ 未払法人税等   64,720   103,100 127,205   

 ７ その他 ※２ 12,247   18,349 23,640   

   流動負債合計    401,363 33.1 1,083,792 37.1   413,275 25.0

Ⅱ 固定負債          

 １ 長期借入金   10,008   450,000 -   

   固定負債合計    10,008 0.8 450,000 15.4   - -

   負債合計    411,371 33.9 1,533,792 52.6   413,275 25.0

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    396,340 32.7 556,502 19.1   529,142 32.1

Ⅱ 資本剰余金          

 １ 資本準備金   280,340   500,142 472,782   

   資本剰余金合計    280,340 23.1 500,142 17.1   472.782 28.7

Ⅲ 利益剰余金          

 １ 利益準備金   870   870 870   

 ２ 任意積立金   10,000   10,000 10,000   

 ３ 中間(当期)未処分 
   利益   113,756   316,471 223,553   

   利益剰余金合計    124,626 10.3 327,341 11.2   234,423 14.2

Ⅰ その他有価証券 
  評価差額金    142 0.0 157 0.0   130 0.0

   資本合計    801,448 66.1 1,384,143 47.4   1,236,479 75.0

   負債資本合計    1,212,820 100.0 2,917,936 100.0   1,649,754 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    775,016 100.0 995,529 100.0   1,640,780 100.0

Ⅱ 売上原価    283,885 36.6 455,188 45.7   605,274 36.9

   売上総利益    491,130 63.4 540,341 54.3   1,035,505 63.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費    330,917 42.7 343,399 34.5   661,994 40.3

   営業利益    160,212 20.7 196,942 19.8   373,511 22.8

Ⅳ 営業外収益 ※１  20 0.0 1,706 0.2   64 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※２  11,120 1.4 2,724 0.3   31,165 1.9

   経常利益    149,112 19.2 195,923 19.7   342,410 20.9

Ⅵ 特別利益 ※３  523 0.1 346 0.0   523 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４  9,002 1.2 25,058 2.5   17,169 1.0

   税引前中間(当期) 
   純利益    140,633 18.1 171,211 17.2   325,764 19.9

   法人税、住民税 
   及び事業税   62,700   99,202 144,793   

   法人税等調整額   △5,775 56,924 7.3 △20,909 78,293 7.9 △12,536 132.257 8.1

   中間(当期)純利益    83,708 10.8 92,918 9.3   193,506 11.8

   前期繰越利益    30,047 223,553   30,047 

   中間(当期)未処分 
   利益    113,756 316,471   223,553 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

当中間会計期間より中間連結財務諸表を作成することとなりましたので、当中間会計期間に係る中間キャッシ

ュ・フロー計算書は作成しておらず、前中間会計期間及び前事業年度のキャッシュ・フロー計算書のみを記載し

ております。 

   
前中間会計期間 

(自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日) 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー 

計算書 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

 １ 税引前中間（当期）純利益  140,633 325,764

 ２ 減価償却費  58,248 126,076

 ３ 長期前払費用の減少額  300 600

 ４ 貸倒引当金の増減額（△は減少）  269 1,153

 ５ 受取利息及び受取配当金  △15 △     17

 ６ 支払利息  1,500 2,086

 ７ 為替差損益（△は為替差益）  114 △     39

 ８ 保険満期収入  △473 △    473

 ９ 固定資産除却損  7,261 10,428

 10 投資有価証券評価損  1,741 1,741

 11 出資金評価損  － 5,000

 12 売上債権の増減額（△は増加）  △35,154 △ 82,140

 13 たな卸資産の増減額（△は増加）  △62,675 △ 77,958

 14 仕入債務の増減額（△は減少）  4,762 7,242

 15 未払金の増減額（△は減少）  19,072 △ 11,406

 16 未払費用の増減額（△は減少）  7,075 19,679

 17 未払消費税等の増減額（△は減少）  △8,910 △  3,613

 18 その他債権の増減額（△は増加）  △7,181 △  4,986

 19 その他債務の増減額（△は減少）  2,504 12,084

   小計  129,075 331,219

 20 利息及び配当金の受取額  15 17

 21 利息の支払額  △1,195 △  1,714

 22 法人税等の支払額  △45,326 △ 68,063

   営業活動によるキャッシュ・フロー  82,568 261,459

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

 １ 定期預金の預入による支出  △70,000 △ 70,000

 ２ 定期預金の払戻による収入  180,000 180,000

 ３ 有形固定資産の取得による支出  △63,943 △ 91,954

 ４ 無形固定資産の取得による支出  △46,299 △167,904

 ５ 投資その他の資産の取得による支出  △46,510 △ 61,947

 ６ 投資その他の資産の回収による収入  4,500 21,027

   投資活動によるキャッシュ・フロー  △42,254 △190,780



  

  

   
前中間会計期間 

(自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日) 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー 

計算書 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

 １ 短期借入金の増減額（△は減少）  77,490 52,470

 ２ 長期借入金の返済額  △44,898 △ 64,902

 ３ 株式発行による収入  92,250 417,390

   財務活動によるキャッシュ・フロー  124,842 404,958

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △5 39

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（△は減少）  165,151 475,677

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  104,930 104,930

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高  270,081 580,607

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

１ 資産の評価基準

及び評価方法 

（１）有価証券 

――――― 

（１）有価証券 

子会社株式 

   移動平均法による

原価法を採用してお

ります。 

（１）有価証券 

――――― 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)を採用しており

ます。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場

価格等に基づく時価

法(評価差額は全部

資本直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)を採用しており

ます。 

  時価のないもの 

移動平均法による

原価法を採用してお

ります。 

時価のないもの 

 同左 

時価のないもの 

移動平均法による

原価法を採用してお

ります。 

  （２）たな卸資産 

 ① 商品 

移動平均法による

原価法を採用してお

ります。 

（２）たな卸資産 

 ① 商品 

    同左 

（２）たな卸資産 

 ① 商品 

    同左 

   ② 仕掛品 

個別法による原価

法を採用しておりま

す。 

 ② 仕掛品 

    同左 

 ② 仕掛品 

    同左 

   ③ 貯蔵品 

個別法による原価

法を採用しておりま

す。 

 ③ 貯蔵品 

    同左 

 ③ 貯蔵品 

    同左 

２ 固定資産の減価

償却の方法 

（１）有形固定資産 

定率法を採用してお

ります。 

なお、主な耐用年数

は以下のとおりであり

ます。 

建物 ３年～15年

車両 
運搬具 

６年

工具器具 
備品 

５年～６年

（１）有形固定資産 

  同左 

（１）有形固定資産 

  同左 

  



  

項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

  （２）無形固定資産 

定額法を採用してお

ります。 

なお、ソフトウェア

については、社内にお

ける利用可能期間（1

年から5年）に基づく

定額法を採用しており

ます。 

（２）無形固定資産 

    同左 

（２）無形固定資産 

    同左 

  （３）長期前払費用 

定額法を採用してお

ります。 

（３）長期前払費用 

同左 

（３）長期前払費用 

同左 

３ 繰延資産の処理

方法 

新株発行費 

支出時に全額費用とし

て処理しております。 

新株発行費 

同左 

新株発行費 

同左 

４ 引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

債権の貸倒れに備える

ため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可

能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

５ 収益及び費用の

計上基準 

インフォメーションプ

ロバイダー事業において

は、当社サーバーにて把

握した会員数の移動状況

等に基づき売上計上し、

後日携帯電話会社からの

支払通知書の到着時点で

当社計上額と支払通知額

との差額につき売上調整

しております。 

同左 同左 

６ リース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同左 同左 

７  中間キャッシ

ュ・フロー計算

書（キ ャ ッ シ

ュ・フロー計算

書）における資

金の範囲 

手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取

得日から3ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投

資からなっております。 

  

  

―――――― 

手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取

得日から3ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投

資からなっております。 



  

項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

８ その他中間財務

諸 表（財 務 諸

表）作成のため

の基本となる重

要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理

は、税抜方式を採用して

おります。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年６月１日 
  至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 

  至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
  至 平成17年５月31日） 

――――――――― （固定資産の減損に係る会計基

準） 

当中間会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固

定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書」（企業会

計審議会  平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用してお

ります。これによる損益への影

響はありません。 

――――――――― 



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 

  至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 

  至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
  至 平成17年５月31日） 

「地方税法等の一部を改正す

る法律」（平成15年法律第９

号）が平成15年３月31日に交付

され、平成16年４月１日以後に

開始する事業年度より外形標準

課税制度が導入されたことに伴

い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16

年２月13日 企業会計基準委員

会 実務対応報告第12号）に従

い法人事業税の付加価値割およ

び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しておりま

す。 

この結果、販売費及び一般管

理費が2,447千円増加し、営業

利益、経常利益および税引前中

間純利益が、2,447千円減少し

ております。 

――――――――― 「地方税法等の一部を改正す

る法律」（平成15年法律第９

号）が平成15年３月31日に交付

され、平成16年４月１日以後に

開始する事業年度より外形標準

課税制度が導入されたことに伴

い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２

月13日 企業会計基準委員会 

実務対応報告第12号）に従い法

人事業税の付加価値割および資

本割については、販売費及び一

般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管

理費が5,574千円増加し、営業

利益、経常利益および税引前当

期純利益が、5,574千円減少し

ております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
（平成16年11月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年11月30日） 

前事業年度末 
（平成17年５月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却

累計額 

64,069千円 

※１ 有形固定資産の減価償却

累計額 

90,163千円 

※１ 有形固定資産の減価償却

累計額 

80,278千円 

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ、金額

的重要性が乏しいため、流

動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２   ―――――― 

  



(中間損益計算書関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 

  至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 

  至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
  至 平成17年５月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要な

もの 

  

受取利息 5千円

受取配当金 10千円

※１ 営業外収益のうち主要な

もの 

  

受取配当金 5千円

損害賠償金 

収入 
1,700千円

※１ 営業外収益のうち主要な

もの 

  

受取利息 7千円

受取配当金 10千円

※２ 営業外費用のうち主要な

もの 

  

支払利息 1,198千円

社債利息 302千円

新株発行費 1,610千円

上場関連費用 7,623千円

※２ 営業外費用のうち主要な

もの 

  

支払利息 1,906千円

新株発行費 431千円

為替差損 386千円

   

※２ 営業外費用のうち主要な

もの 

  

支払利息 1,784千円

社債利息 302千円

新株発行費 4,375千円

上場関連費用 23,766千円

※３ 特別利益のうち主要なも

の 

  

保険満期収入 473千円

※３ 特別利益のうち主要なも

の 

  

固定資産売却益の内容は

車両運搬具の売却によるも

のであります。 

固定資産売却益 346千円

※３ 特別利益のうち主要なも

の 

  
保険満期収入 473千円

※４ 特別損失のうち主要なも

の 

  

  

固定資産除却損の内容

は、次のとおりでありま

す。 

固定資産 
除却損 

7,261千円

投資有価証 
券評価損 

1,741千円

   

建物 7,261千円

計 7,261千円

※４ 特別損失のうち主要なも

の 

  

  

固定資産除却損の内容

は、次のとおりでありま

す。 

固定資産 
除却損 

14,558千円

出資金評価 
損 

10,500千円

   

建物 1,433千円

工具器具備品 85千円

ソフトウェア 

仮勘定 
13,040千円

計 14,558千円

※４ 特別損失のうち主要なも

の 

  

  

固定資産除却損の内容

は、次のとおりでありま

す。 

固定資産 
除却損 

10,428千円

投資有価証 
券評価損 

1,741千円

出資金評価 
損 

5,000千円

建物 7,261千円

車両運搬具 126千円

工具器具備品 321千円

ソフトウェア 

仮勘定 
2,719千円

計 10,428千円

５ 減価償却実施額 

  

有形固定 
資産 

16,180千円

無形固定 
資産 

42,068千円

５ 減価償却実施額 

  

有形固定 
資産 

18,151千円

無形固定 
資産 

54,397千円

５ 減価償却実施額 

  

有形固定 
資産 

39,436千円

無形固定 
資産 

86,640千円



(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 
  至 平成16年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 

  至 平成17年５月31日） 

１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成16年11月30日）

現金及び預金 270,081千円

現金及び現金同等物 270,081千円

１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年５月31日）

現金及び預金 580,607千円

現金及び現金同等物 580,607千円

２ 重要な非資金取引の内容 

 平成16年８月９日を期日とする第１回無担保

転換社債の株式転換額は、105,000千円でありま

す。 

２ 重要な非資金取引の内容 

平成16年８月９日を期日とする第１回無担保

転換社債の株式転換額は、105,000千円でありま

す。 



 (リース取引関係) 

 
前中間会計期間 

（自 平成16年６月１日 
  至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 

  至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
  至 平成17年５月31日） 

１ リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引 

（借主側） 

 ①リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引 

（借主側） 

 ①リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引 

（借主側） 

 ①リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

工具器具 
備品 2,566 396 2,169

合計 2,566 396 2,169

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

工具器具 
備品 2,566 909 1,656

合計 2,566 909 1,656

取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末 
残高 
相当額 
(千円) 

工具器具
備品 2,566 652 1,913 

合計 2,566 652 1,913 

 ②未経過リース料中間期末残

高相当額 

  

  

１年以内 492千円

１年超 1,730千円

合計 2,223千円

 ②未経過リース料中間期末残

高相当額等 

  未経過リース料中間期末残

高相当額 

１年以内 510千円

１年超 1,220千円

合計 1,730千円

 ②未経過リース料期末残高相

当額 

  

  

１年以内 501千円

１年超 1,478千円

合計 1,979千円

 ③支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

  

  

支払リース料 816千円

減価償却費 
相当額 

697千円

支払利息相当額 93千円

 ③支払リース料、リース資産

減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料 281千円

減価償却費 
相当額 

256千円

支払利息相当額 33千円

 ③支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

  

  

支払リース料 1,097千円

減価償却費 
相当額 

953千円

支払利息相 
当額 

130千円

 ④減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方

法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする

定額法によっておりま

す。 

 ④減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

 ④減価償却費相当額及び利息

相当額の算定方法 

減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物

件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、

各期への配分方法につい

ては、利息法によってお

ります。 

利息相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

同左 

  （減損損失について）   

  リース資産に配分された

減損損失はありません。 

  



(有価証券関係) 

当中間連結会計期間に係る「有価証券」（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは除く）に関する注

記については、中間連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

  

前中間会計期間末(平成16年11月30日) 

  

１.その他有価証券で時価のあるもの 

  

２.時価評価されていない有価証券 

  

当中間会計期間末(平成17年11月30日) 

子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成17年５月31日) 

  

１.その他有価証券で時価のあるもの 

  

２.時価評価されていない有価証券 

  

  
取得原価 

（千円） 

中間貸借対照表計上額 

（千円） 

差 額 

（千円） 

株式 490 730 240 

合計 490 730 240 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 
1,258

  
取得原価 

（千円） 

貸借対照表計上額 

（千円） 

差 額 

（千円） 

株式 490 710 220 

合計 490 710 220 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式（店頭売買株式を除く） 
1,258



 (デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間(自 平成16年６月１日 至 平成16年11月30日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

（注）当中間連結会計期間に係る（デリバティブ取引関係）は、連結財務諸表における注記事項として記載しておりま

す。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成16年６月１日 至 平成16年11月30日) 

当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成16年６月１日 至 平成17年５月31日) 

当社は、関連会社を有しておりませんので、該当事項はありません。 

  

（注）当中間連結会計期間に係る（持分法損益等）は、連結財務諸表を作成しているため記載しておりません。 

  



 (１株当たり情報) 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 

  至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 

  至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
  至 平成17年５月31日） 

１株当たり 
純資産額 

48,265円49銭
１株当たり 
純資産額 

74,936円06銭
１株当たり 
純資産額 

68,636円09銭

１株当たり 
中間純利益 

5,552円09銭
１株当たり 
中間純利益 

5,135円87銭
１株当たり 
当期純利益 

11,791円98銭

  
潜在株式調整 
後１株当たり 
中間純利益 

4,944円82銭
潜在株式調整 
後１株当たり 
当期純利益 

10,679円20銭

なお、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益については、新

株予約権残高がありますが、当

社株式は非上場であり、かつ店

頭登録もしていないため、期中

平均株価が把握できませんので

記載しておりません。 

当社は、平成16年９月３日付

で株式１株を３株に分割してお

ります。 

なお、当該株式分割が前期首

に行われたと仮定した場合の1

株当たり情報については、それ

ぞれ以下のとおりとなります。 

前事業年度 

１株当たり純資産額 

63,708円14銭 

１株当たり当期純利益 

26,770円85銭 

なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益について

は、新株予約権残高及び転換

社債残高がありますが、当社

株式は非上場であり、かつ店

頭登録もしていないため、期

中平均株価が把握できません

ので記載しておりません。 

  当社は、平成16年９月３日付

で株式１株を３株に分割してお

ります。 

なお、当該株式分割が前期首

に行われたと仮定した場合の1

株当たり情報については、それ

ぞれ以下のとおりとなります。 

前事業年度 

１株当たり純資産額 

63,708円14銭 

１株当たり当期純利益 

26,770円85銭 

なお、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益について

は、新株予約権残高及び転換

社債残高がありますが、当社

株式は非上場であり、かつ店

頭登録もしていないため、期

中平均株価が把握できません

ので記載しておりません。 



(注)１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は以下のとおり

であります。 

  

項  目 
前中間会計期間 

(自 平成16年６月１日 
至 平成16年11月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年６月１日 
至 平成17年11月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日) 

１株当たり中間（当
期）純利益 

      

中間（当期）純利益
(千円) 

83,708 92,918 193,506 

普通株主に帰属しな
い金額(千円) 

― ― ― 

普通株式に係る中間
（当期）純利益 
(千円) 

83,708 92,918 193,506 

普通株式の期中平均
株式数(株) 

15,077 18,092 16,410 

        
潜在株式調整後１株
当たり中間（当期）
純利益 

      

中間（当期）純利益
調整額（千円） 

- - 179 

（うち支払利息（税
額相当額控除後））
（千円） 

- - 179 

（うち事務手数料
（税額相当額控除
後））（千円） 

- - - 

普 通 株 式 増 加 数
（株） 

- 699 1,726 

（うち転換社債） - - 396 

（うち新株予約権） - 699 1,329 

希薄化効果を有しな

いため、潜在株式調

整後１株当たり中間

（当期）純利益の算

定に含めなかった潜

在株式の概要 

新株予約権２種類(新株

予約権の目的となる株式

数1,119株) 

新株予約権の概要は、

「第４提出会社の状況、

１  株 式 等 の 状 況、

（２）新株予約権等の状

況」に記載のとおりであ

ります。 

  

  

――――――― 

  

  

――――――― 



(重要な後発事象) 

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 

  至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 

  至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
  至 平成17年５月31日） 

公募による新株式発行 

平成16年11月19日及び12月

３日開催の取締役会におい

て、以下のとおり新株式の発

行を決議し、平成16年12月23

日に払込が完了致しました。 

この結果、平成16年12月23

日付で資本金は523,840千

円、発行済株式総数は17,805

株となっております。 

  

① 募集方法 

ブックビルディング方式に

よる一般募集 

② 発行新株式の種類及び数 

普通株式 1,200株 

③ 発行価格： 

  1株につき 285,000円 

④ 引受価額： 

  1株につき 262,200円 

この価額は当社が引受人

より１株当たりの新株式払

込金として受け取った金額

であります。なお、発行価

格と引受価額との差額の総

額は引受人の手取金となり

ます。 

⑤ 発行価額： 

  1株につき 212,500円 

⑥ 資本組入額： 

  1株につき 106,250円 

⑦ 発行価格の総額： 

       342,000千円 

⑧ 払込金額の総額： 

       314,640千円 

⑨ 発行価額の総額： 

       255,000千円 

⑩ 資本金組入額の総額： 

       127,500千円 

⑪ 払込期日： 

  平成16年12月23日 

⑫ 配当起算日： 

  平成16年12月1日 

⑬ 資金の使途 

インフォメーションプロ

バイダー事業における新規

サイト開発資金、ゲーム開

発事業における新規開発資

金及び運転資金 

子会社の設立 

平成18年１月30日開催の取締役

会決議に基づき、ミニ四駆ネット

ワークス株式会社を設立いたしま

した。本件の概要は以下のとおり

であります。 

  

①  設立の目的 

   株式会社タミヤが保有する

「ミニ四駆シリーズ」と、当社

と共同開発中のオンラインゲー

ム「ミニ四駆オンラインレーサ

ー」をベースとし、それら及び

二次的に派生するライツを活用

したビジネスを展開する新会社

を設立しました。 

  

②新規設立する会社の名称及び概要 

名  称：ミニ四駆ネットワーク

ス株式会社 

所在地：東京都新宿内藤町87

番      地 

代表者の名前：代表取締役社長 

田宮 昌行 

             代表取締役副社長

     高野 健一 

設立年月日：平成18年２月１日 

資本金：30,000千円 

事業内容：各種コンテンツの知

的財産管理 

  

③  払込金額 

  15,000千円 

  

④  当社の所有に係る子会社の議決

権の数及び議決権の総数に対す

る割合 

当社所有議決権の数・・300個 

議決権の総数・・・・・600個 

議決権の総数に対する割合・ 

50.0％ 

⑤ 当該支払資金の調達及び支払方法

  自己資金により、一括支払いし

ております。 

(１)資金の借入 

平成17年６月１日開催の取締役

会決議に基づき、今後のＭ＆Ａ及

び新規事業案件対応資金として、

以下のとおり銀行借入れすること

を決議いたしました。 

  

  借入先：株式会社ＵＦＪ銀行 

借入金額：300,000千円 

  借入日：平成17年６月10日 

  返済期限：平成18年６月９日 

利  息：年0.35％ 

  

  借入先：株式会社りそな銀行 

借入金額：600,000千円 

  借入日：平成17年６月10日 

  返済期限：平成20年５月30日 

利  息：１年目年0.35％、 

２年目以降は３ヶ月ものTIBORに年

利0.3％を加算した割合による 

  

(２)株式取得による会社買収 

平成17年6月29日開催の取締役

会決議に基づき、クレイズカンパ

ニー株式会社の全株式取得につい

て、既存株主との間で株式譲受契

約を締結し、当社の100％子会社

となりました。 

  

① 目的 

クレイズカンパニー株式会社

は、主にPCインターネットを通

じた、ビーズ通販ショップ

「Beads Mania」“ビーズマニ

ア”を運営しており、同社を連

結子会社化することにより、当

社本体との事業シナジーの最大

化が図れ、ビーズアクセサリー

を中心としたコマース事業の一

層の拡大と事業基盤拡充に寄与

すると見込まれることから、同

社の株式を取得することに関し

合意に至りました。 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年６月１日 
  至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 

  至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
  至 平成17年５月31日） 

     ② 株式を取得する会社の名称及

び概要 

  名 称：クレイズカンパニー株

式会社 

  所在地：東京都中央区銀座４丁

目13番11号 

 （本店所在地：東京都足立区中川 

        ２丁目３番２号） 

代表者の名前：代表取締役社長 

               平野 功 

    資本金：15,000千円 

事業の内容：ビーズ・金具・副

資材・工具などの

アクセサリーパー

ツ販売、ビーズ関

連キット企画製

作・販売 

  

 ③ 株式の取得時期 

   平成17年６月30日 

 ④  譲受金額 

      400,800千円 

⑤ 取得後における当社の所有に

係る子会社の議決権の数及び

議決権の総数に対する割合 

当社所有議決権の数・・300個 

議決権の総数・・・・・300個 

議決権の総数に対する割合・ 

100.0％ 

 ⑥ 当該支払資金の調達及び支払

方法 

上記(１)の資金調達により、

一括支払いしております。 

 ⑦ 当該子会社への増資及び商号

変更 

平成17年７月６日開催の取

締役会決議に基づき、当該子

会社に対し、100,200千円の増

資払込を実施いたしました。

また、平成17年７月７日開催

の当該子会社の臨時株主総会

決議に基づき、商号をビーズ

マニア株式会社へ変更いたし

ました。 

  

(３)子会社の設立 

平成17年７月13日開催の取

締役会決議に基づき、平成17

年７月15日付をもって株式会

社ケイブ・オンライン・エン

ターテイメントを設立いたし

ました。本件の概要は以下の

とおりであります。 

  



  

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 

  至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 

  至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
  至 平成17年５月31日） 

    ① 目的 

当社は、主力コンテンツタ

イトルを活用したオンラインゲ

ーム事業を、国内において展開

する新会社を設立する運びとな

りました。 

②  新規設立する会社の名称及び 

概要 

  名 称：株式会社ケイブ・オン

ライン・エンターテイ

メント 

  所在地：東京都新宿区新宿１丁

目１番８号 

  代表者の名前：代表取締役社長

高野 健一 

  設立年月日：平成17年7月15日 

  資本金：97,500千円 

事業の内容：エンターテイメン

トのオンライン流

通ビジネス 

※なお、平成17年７月19日開催

の当該子会社の取締役会決議

に基づき、資本準備金97,500

千円の一部2,500千円を資本

金 に 組 入 れ、資 本 金 を

100,000 千円といたしまし

た。 

 ③ 払込金額 

   180,000千円 

④ 当社の所有に係る子会社の議

決権の数及び議決権の総数に

対する割合 

当社所有議決権の数・・・

3,600個 

議 決 権 の 総 数・・・・・・

3,900個 

議決権の総数に対する割合・ 

92.3％ 

 ⑤ 当該支払資金の調達及び支払

方法 

上記(１)の資金調達により、

一括支払いしております。 

  

(４)業務提携を目的とする資本参加 

平成17年８月３日開催の取締役

会決議に基づき、当社が保有する

デルガマダス株式会社の新株引受

権の行使を行い、資本参加いたし

ました。本件の概要は以下のとお

りであります。 

① 目的 

オンライン流通事業における

オンラインゲームの開発面の強

化、及び効果的なプロモーション

＆マーケティング活動の提携会社

として、当該会社へ資本参加する

運びとなりました。 

  



  

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年６月１日 

  至 平成16年11月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年６月１日 

  至 平成17年11月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年６月１日 
  至 平成17年５月31日） 

    ② 資本参加する会社の名称及び 

   概要 

名 称：デルガマダス株式会社 

所在地：東京都千代田区二番町 

５番地６ 

代表者の名前：代表取締役 

 平島 稔 

設立年月日：平成11年12月14日 

資本金：119,050千円 

事業の内容：ブロードバンド型 

エンターテイメン 

ト・ネットカフェ 

「Cafe J Net 

 NEWNEW」の運営 

等 

③ 払込金額 

21,000千円 

④ 当社の所有に係る当該会社の

議決権の数及び議決権の総数

に対する割合 

当社所有議決権の数・・・・ 

140個 

議決権の総数・・・・・・・ 

1,954個 

議決権の総数に対する割合・ 

・・7.2％ 

⑤ 当該支払資金の調達及び支払

方法 

自己資金により、一括支払い 

しております。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  

  

  

(1) 有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第11期) 

自 平成16年６月１日 
至 平成17年５月31日 

  
平成17年８月26日 
関東財務局長に提出。 

(2) 臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項及び企業
内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第３号（特定子会社の異動）の
規定に基づくもの。 

  

平成17年７月５日 
関東財務局長に提出。 

(3) 臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項及び企業
内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第３号（特定子会社の異動）の
規定に基づくもの。 

  

平成17年７月20日 
関東財務局長に提出。 

(4) 臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項及び企業
内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第３号（特定子会社の異動）の
規定に基づくもの。 

  

平成18年２月17日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年２月２２日

株 式 会 社 ケ イ ブ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ケイブの平

成１７年６月１日から平成１８年５月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年６月１日から平成１７年１１月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ケイブ及び連結子会社の平成１７年１１月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年６月１日から平成１７年１１月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

追記情報
 

重要な後発事象に、子会社の設立に関する記載がある。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 樋  口  節  夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 新  田     誠 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年２月９日

株 式 会 社 ケ イ ブ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ケイブの平

成１６年６月１日から平成１７年５月３１日までの第１１期事業年度の中間会計期間（平成１６年６月１日から平成１６年１１月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ケイブの平成１６年１１月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年６月１日から平成１６年

１１月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に、公募による新株式発行に関する記載がある。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 樋 口 節 夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 新 田   誠 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年２月２２日

株 式 会 社 ケ イ ブ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ケイブの平

成１７年６月１日から平成１８年５月３１日までの第１２期事業年度の中間会計期間（平成１７年６月１日から平成１７年１１月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ケイブの平成１７年１１月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年６月１日から平成１７年１

１月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報
 

１．中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」を適用している。 

２．重要な後発事象に、子会社の設立に関する記載がある。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 樋  口  節  夫 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 新  田     誠 
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